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ごみ収集特集号

　
家
庭
ご
み
の
有
料
化
は
、
ご
み

の
減
量
、
公
平
な
負
担
、
ご
み
に

対
す
る
意
識
の
向
上
を
目
的
と
し

て
、
市
が
一
般
廃
棄
物
処
理
の
手

数
料
を
徴
収
す
る
こ
と
で
、
経
済

的
動
機
づ
け
に
伴
う
排
出
抑
制
、

分
別
排
出
の
推
進
、
ご
み
減
量
な

ど
に
関
す
る
行
動
の
実
践
と
ラ
イ

フ
ス
タ
イ
ル
の
転
換
を
図
り
、
単

純
に
ご
み
の
減
量
だ
け
で
な
く
、

適
正
処
理
や
効
率
的
な
ご
み
処
理

事
業
の
必
要
性
を
意
識
し
て
い
た

だ
く
こ
と
を
目
的
と
す
る
も
の
で

す
。
加
え
て
、
中
間
処
理
施
設
や

最
終
処
分
場
の
負
担
軽
減
の
効
果

が
期
待
さ
れ
、
国
が
推
し
進
め
る

循
環
型
社
会
の
形
成
に
お
い
て
も

大
き
く
寄
与
す
る
も
の
で
す
。

　
さ
ら
に
、
家
庭
ご
み
有
料
化
と

併
せ
、
戸
別
収
集
を
実
施
す
る
こ

と
で
、
排
出
者
が
明
確
化
さ
れ
、

排
出
者
の
責
任
意
識
が
生
ま
れ
る

こ
と
に
よ
り
、
こ
れ
ま
で
の
諸
課

題
を
解
決
す
る
こ
と
が
で
き
、
２

つ
の
相
乗
効
果
に
よ
り
、
全
市
的

に
ご
み
減
量
化
・
資
源
化
に
取
り

組
ん
で
い
た
だ
く
動
機
付
け
と
な

り
、
最
大
の
効
果
と
な
る
こ
と
が

期
待
で
き
ま
す
。

　
市
で
は
、
東
久
留
米
市
一
般
廃

棄
物
処
理
基
本
計
画
に
お
い
て
、

３
年
度
ま
で
に
、
１
人
１
日
当
た

り
の
家
庭
ご
み
の
排
出
量
５
０
５

乘
、
資
源
化
率　
・
１
％
と
す
る

４２

こ
と
を
目
標
に
、
市
民
の
皆
さ
ん

の
ご
理
解
と
ご
協
力
の
も
と
、
家

庭
ご
み
の
減
量
化
・
資
源
化
に
取

り
組
ん
で
い
ま
す
。

　
市
で
は
、
平
成　
年
７
月
に
家
庭
ご
み
の
戸
別
収
集
を
開
始
し
、

２９

同
年　
月
に
燃
や
せ
る
ご
み
、
燃
や
せ
な
い
ご
み
、
容
器
包
装
プ

１０

ラ
ス
チ
ッ
ク
の
３
品
目
に
つ
い
て
、
家
庭
ご
み
処
理
の
有
料
化
を

開
始
し
ま
し
た
。

　
有
料
化
か
ら
２
年
が
経
過
し
た
現
時
点
に
お
い
て
、
家
庭
ご
み

の
排
出
状
況
、
ご
み
と
資
源
物
の
処
理
や
再
資
源
化
に
係
る
経
費

な
ど
、
多
く
の
問
い
合
わ
せ
を
い
た
だ
い
て
い
る
内
容
や
、
市
か

ら
の
お
願
い
な
ど
に
つ
い
て
お
知
ら
せ
し
ま
す
。

　
詳
し
く
は
ご
み
対
策
課
☎
４
７
３
・
２
１
１
７
へ
。

ごみ収集袋

家庭ごみの収集状況について庭ごみの家家庭庭ご庭ごみのみの収の収集状況につ収集収集状況状況に況にについていていて
お知らせします知らせしおお知知ら知らせしせせしましますますますす
家庭ごみの収集状況について
お知らせします

ごみと資源物の収集量の比較
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トン

　市では、一般廃棄物処理基本計画において、３年度
末までに「１人１日当たりの排出量」を「５０５ｇ」とす
ることを目標にしています。この数字が小さいほど、
市民の皆さんのごみ減量への協力や排出抑制の成果が
表れます。
　なお、「１人１日当たりの排出量」は、次の計算式に
より算出しています。

行政収集総量÷（人口×３６５日行政収集総量÷（人口×３６５日））
　※人口は、各年１０月１日時点を使用。

　（【参考】については、平成３１年４月１日時点）
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　総資源化率は、約１％（０.３ポイント）の増加となり
ました。総資源化率については、エコセメントの原料
となる中間処理後の焼却灰や、資源集団回収による回
収量も資源量として含めて算出します。
　前年度と比較して、紙類・布類などの分別排出が進
んだ結果とみられますが、一般廃棄物処理基本計画で
掲げる３年度末までの目標値「４２.１％」には到達して
おらず、引き続き減量化・資源化の啓発を実施してい
く必要があります。
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　容器包装プラスチックの収集量は、約６％減少し
ています。また、直近１年間の収集量も、平成３０年
度と比較してわずかに減少しています。これは、有
料化の実施による分別排出の効果を、小売店舗での
店頭回収に出すなどの排出抑制効果が上回った結果
と考えられますが、引き続き慎重な検証を行ってま
いります。

　燃やせるごみの収集量は、約８％減少しています。
これは、有料化実施以降継続して、燃やせるごみに
含まれている紙類・布類や 剪  定 枝などの資源物の分

せん てい

別排出が進んでいることによるものと考えられます。
　また、行政収集総量と同様、直近１年間の収集量
についてはわずかに増加していることから、今後も
慎重な検証を行ってまいります。

　燃やせないごみの収集量は、約２１％減少していま
す。これは、燃やせるごみと同様に、有料化実施以
降継続して、燃やせないごみとして捨てられている
容器包装プラスチックなどの資源物の分別排出が進
んでいることによるものと考えられます。
　また、行政収集総量と同様、直近１年間の収集量
についてはわずかに増加していることから、今後も
慎重な検証を行ってまいります。

　行政収集総量は、平成２９年度と平成３０年度の比較
では、約７％減少しています。しかしながら、参考
として示した直近１年間の行政収集総量は、平成３０
年度と比較して僅かに増加しており、今後の動きに
ついては慎重な検証が必要です。
　※行政収集総量とは、市で収集したごみと資源物
の合計量であり、集団回収や、中間処理場への持ち
込みごみを含まないものです。



２1.　11.　15　ごみ収集特集号

ごみ処理に係る経費の平成３０年度決算状況

その他
2,422万2,315円

資源集団回収事業費
2,455万6,239円

家庭ごみ有料化事業費
（指定収集袋製造ほか）
9,283万6,611円

リサイクル推進事業費
（紙布類回収、剪定枝
リサイクルほか）
9,236万1,069円

家庭ごみ・資源物収集事業費
7億6,258万8,273円

家庭ごみ・資源物収集事業費
7億6,258万8,273円

東京たま広域資源
循環組合負担金

3億5,230万9,000円

東京たま広域資源
循環組合負担金

3億5,230万9,000円

柳泉園組合負担金
4億1,631万6,000円
柳泉園組合負担金
4億1,631万6,000円

職員人件費
1億6,910万3,415円

職員人件費
1億6,910万3,415円

雑入
（紙類売払代金ほか）
2,017万1,129円

清掃手数料
（家庭ごみ処理手数料ほか）
2億7,893万7,100円

清掃手数料
（家庭ごみ処理手数料ほか）
2億7,893万7,100円

一般財源（市税や交付金など）
16億3,518万3,493円

一般財源（市税や交付金など）
16億3,518万3,493円

衛生使用料
（自動販売機設置）

1,200円

歳出決算額 歳入決算額

せんてい

総額　19億3,429万2,992円 総額　19億3,429万2,992円

　平成３０年度のごみ処理に係る経費（清掃費）の歳入・歳出決算総額は、それぞ
れ１９億３,４２９万２,９２２円となりました。前年度比で約１億４千万円の減少となってい
ますが、歳出総額のうち、１５億３,１２１万３,２７３円（約７９％）が、排出されるごみの処
理に必要不可欠な家庭ごみ・資源物収集事業費や、柳泉園組合負担金および東京
たま広域資源循環組合負担金で占められている状況です。

　歳入は、家庭ごみ処理手数料を含む清掃手数料の２億７,８９３万７,１００円や紙類・金
属類などの資源物売払代金など、計２億９,９１０万９,４２９円をごみ処理に係る歳出の一
部に充当しているものの、１６億３,５１８万３,４９３円（約８５％）を市税や交付金などの一
般財源でまかなっている状況です。
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　リチウムイオン電池を含む小型充電式電池は、「資源の有効な利用の
促進に関する法律」に基づき、小型充電式電池メーカーや同電池の使
用機器メーカー、それらの輸入事業者などに、回収・再資源化が義務
づけられています。
　リチウムイオン電池を燃やせないごみや容器包装プラスチックに混
入して排出した場合、収集作業時や、ごみ・資源物の中間処理時に、
発煙・発火事故の原因となるおそれがあります。実際に、柳泉園組合
や、容器包装プラスチックの中間処理施設、収集車両でリチウムイオ
ン電池が原因とみられる発煙・発火事故が相次いで発生しています。
　小型充電式電池は、日常生活で使用するさまざまな機器（左図参照）
に使用されています。
　また、小型充電式電池には、３つの矢印から構成されるリサイクル
マーク（左下図参照）が付いています。これらのマークが付いている
小型充電式電池は、ビニールテープで＋極と－極を覆った上で、一般
社団法人JBRCの協力店・協力自治体へお持ちください。市では、ご
み対策課（八幡町２－１０－１０）で回収を受け付けています。市内１６カ
所にある小型家電回収ボックスに出していただくことも可能です。
　なお、電池を使用している機器から電池を取り外すことが困難な場
合は、小型家電回収ボックスにそのまま出してください。戸別収集を
実施している燃やせないごみや容器包装プラスチックに混ぜて排出す
ると、発煙・発火事故の原因となるおそれがありますので、絶対に行
わないでください。
　安全なごみ・資源物の処理のため、また、資源の有効な利用の確保
と環境の保全に資するために、正しい手順で排出していただきますよ
う、お願いします。
　小型充電式電池回収の協力店は一般社団法人JBRCホームページ（ｈ
ｔｔｐｓ://ｗｗｗ.ｊｂｒｃ.ｃｏｍ/ｇｅｎｅｒａｌ/ｒｅｃｙｃｌｅ_ｋｅｎｓａｋｕ/）で検索できます。

小型充電式電池の再資源化にご協力ください

リチウムイオン電池 ニッケル水素電池 ニカド電池

小型充電式電池が使用されている機器の例
（出典：日本容器包装リサイクル協会）

スマートフォン・
タブレット

加熱式タバコ・
電子タバコ

携帯式ゲーム機 電動歯ブラシ

そのほかにも、ノート
パソコンのバッテリー
や、コードレス電話機、
デジタルカメラなど、
さまざまなものに使用
されています。モバイルバッテリー 電気シェーバー コードレス掃除機

小型充電式電池のリサイクルマーク



31.　11.　15　ごみ収集特集号
※市外局番は書いてあるものを除きすべて
０４２です。

　市では、ごみ減量対策の一環として、生ごみの減量を促進するため、生ご
みの自家処理を前提とした減量化処理機器の購入に対して、助成金を交付す
る制度を設けています。
　【助成対象】市内在住で、生ごみ減量化処理機器を購入し、市内に設置する方
　【助成金額】処理能力１日５kg未満で購入金額が７,０００円まで＝購入金額の
２分の１の額（１００円未満切り捨て）▼購入金額が７,０００円以上１万２,０００円ま
で＝３,５００円▼購入金額が１万２,０００円以上６万円まで＝購入金額の３分の１
（１００円未満切り捨て）▼購入金額が６万円以上＝２万円▼ダンボールコンポ
スト＝購入金額の２分の１（１００円未満切り捨て）▼処理能力１日５kg以上
＝購入金額の３分の１（１００円未満切り捨て）または３０万円のいずれか低い方
の額
　【必要書類など】ごみ対策課（八幡町２－１０－１０）、環境政策課（市役所５
階）、市ホームページ（http://www.city.higashikurume.lg.jp/kurashi/kankyo/
shigen/gomishigen/1000835.html）で配布している申請書、購入を証明する
領収書など（レシート不可、購入者の氏名・金額・購入日・製品名・販売店
が記入され、購入店の印が押印されているもの）または、販売証明書（ごみ
対策課、環境政策課、市ホームページで配布）、機器の処理能力などがわかる
もの（取扱説明書など）の写し、印鑑、通帳
　申し込みは土曜・日曜日、祝日と正午～午後１時を除く午前８時半～午後
５時に、必要書類などを持参の上、ごみ対策課または環境政策課へ。

生ごみ処理機器購入費助成金について

　家庭ごみの処理手数料の見直しについては、有料化によるごみの減量効果
に加え、ごみ処理に係る経費などを、有料化前と有料化後の一定期間の状況
を把握した上で、検証・分析する必要があると考えています。　
　この度、平成３０年度のごみや資源物の排出量やごみ処理に係る経費などが
まとめられたことにより、有料化実施後の「年度間」の比較が可能となりま
したが、直近でごみ・資源物量の増加が見られるなど、現時点で今後も継続
した減量効果が期待できるかどうかの判断は難しい状況です。
　こうしたことから、制度の見直しについては、環境省からの一般廃棄物処
理有料化の手引きによる基本的な考え方に基づく、排出抑制の効果、再生利
用促進の効果、市民の皆さまの意識改革、不適正処理や不法投棄の防止など
の効果に加え、収集頻度・体制、家庭ごみ有料化の実施状況とその効果につ
いてなど毎年度の検証・点検・情報提供を行っていく中で引き続き検討して
まいります。

家庭ごみの処理手数料など制度の見直しについて

　市では、小型電子機器（小型家電）に含まれる
レアメタル（希少金属）を有効利用するため、小
型家電回収ボックスを設置して、拠点回収を実施
しています。
　また、リチウムイオン電池を含む小型充電式電
池についても、小型家電回収ボックスに出してい
ただくことが可能です。
　

小型家電を回収しています

小型家電回収ボックス設置場所

東部地域センター中央町地区センター市役所本庁舎

西部地域センター野火止地区センター八幡町地区センター

南部地域センター浅間町地区センター南町地区センター

上の原連絡所わくわく健康プラザごみ対策課庁舎

小山小学校第六小学校青少年センター

第二小学校

回収品目

リモコンデジタルカメラ・ビデオカメラ

電子辞書据置型ゲーム機

電話機（ファクス付きは除く）携帯型ゲーム機（および付属品）

携帯用ラジオＣＤ・ＭＤプレーヤー（携帯型）

デジタル時計各種ケーブル類

懐中電灯ＩＣレコーダー

ヘアドライヤーキーボード（パソコン用）

電子血圧計・電子体温計マウス

携帯電話（※）ルーター・モデム

ノート型パソコン（※）電卓

　市では、紙類・布類・アルミ缶を回収している市民団体に対して、それぞ
れ１kgあたり９円の資源集団回収報奨金を交付しています。
　市内在住者で構成する団体であれば、自治会や子ども会などに限らず、近
所の気が合う方の集まりなど、どのような団体であっても申請できます。申
請時には名簿や規約など、団体の存在が確認できるものを提示してください。
　再資源化の推進だけでなく、地域のつながりを強めることもでき、報奨金
を受け取ることができる制度ですので、ぜひご活用ください。
　なお、報奨金の申請は毎年２月と８月の２回受け付けます。詳しくはごみ
対策課または市ホームページ（ｈｔｔｐ://ｗｗｗ.ｃｉｔｙ.ｈｉｇａｓｈｉｋｕｒｕｍｅ.ｌｇ.ｊｐ/ｋｕｒａ
ｓｈｉ/ｋａｎｋｙｏ/ｓｈｉｇｅｎ/ｔｏｋｕｓｈｕ/1000844.ｈｔｍｌ）から取得できる「集団回収マ
ニュアル」をご覧ください。

資源集団回収をはじめてみませんか

　１０月９日午後４時９分ごろ、中間処理施設である柳泉園組合のクリーンポ
ート（焼却施設）のごみピット内において、火災が発生しました。
　この火災の原因は特定できませんでしたが、燃やせるごみに混入したライ
ターなどが発火の原因と推測されます。
　燃やせるごみの中にライターやスプレー缶、リチウムイオン電池などの危
険物が混入していると、中間処理施設や収集作業時の火災・事故の原因とな
り大変危険です。
　市民の皆さまには、既に分別排出にご協力をいただいているところではご
ざいますが、再度、分別方法の確認をお願いします。
①ライターやスプレー缶などの危険物は、毎週水曜日の有害ごみの日に、燃
やせないごみとは分けて出してください。
②リチウムイオン電池を使用機器から取り外した場合、ビニールテープで＋
極と－極を覆った上で、ごみ対策課またはJBRC協力店舗へお持ちくださ
い。
③リチウムイオン電池を使用機器から取り外せない場合、使用機器ごと小型
家電回収ボックスに入れてください。

柳泉園クリーンポートで火災が発生しました

　戸別収集開始直後には、収集時の見落としが原因と思われる収集漏れが発
生し、市民の皆さまにご迷惑をおかけしていましたが、現在は、収集漏れは
ほとんどなくなってきています。
　しかしながら、市民の皆さまからは「ごみ出しが間に合わなかった」「いつ
も来る時間にごみを出したのに収集がされない」といったお問い合わせをい
ただくことがあります。
　ごみと資源物の収集は、その日の交通事情、天候や排出量により、毎日同
じ時間に収集することを確約できるものではありません。また、収集車が収
集をした後に出されたごみ・資源物については、再度の収集はしておりませ
ん。
　改めて「ごみと資源物の排出は収集日当日の朝８時半までに出す」などの
ルールを徹底していただきますよう、お願いします。

収集漏れについて

　市では、個人や自治会などの各種団体がボランティア活動として、道路や
公園などの公共施設を清掃した際にご利用いただける「ボランティア袋」を
配布しています。
　配布するボランティア袋の種類は、５リットルと４０リットルの２種類で、
いずれかのボランティア袋を、１回の申請で個人は５０枚まで、自治会などの
各種団体は１００枚までを上限に配布しています。
　申請は、ごみ対策課のほか、公園を清掃する場合は環境政策課（市役所５
階）、道路を清掃する場合は管理課（同５階）で申請することができます。
　【ご注意】
※家庭の落ち葉や雑草などはこれまで通り無料で収集しますので、これまで
と変わらない方法で出してください。
※ボランティア袋には家庭から出るごみや事業系ごみは入れないでください。
※集めたごみは分別してボランティア袋に入れ、家庭ごみと一緒に排出量の
制限範囲内で分別した品目の収集曜日に出してください。
※大量に排出する際は、ごみ対策課☎４７３・２１１７へご連絡ください。
※ボランティア袋には地域のイベントや祭りなどで出たごみを入れることは
できません。

ボランティア袋の配布について

※携帯電話とノート型パソコンは、市役所本庁舎とごみ対策課庁舎のみで
回収しています。
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容器包装プラスチックの分別方法

　家庭ごみの全品目戸別収集（小型廃家電類を除く）に伴い、使
用しなくなったごみ集積所の跡地について、跡地に隣接する土地
を所有している方を対象に売却しています。必要書類などの詳細
はごみ対策課までお問い合わせください。
　【売却対象者】購入を希望する跡地に隣接する土地を所有する方
　【売却除外地】次の①または②に該当する跡地は、売却を実施し
ません。
　①ごみ収集に伴う一時積み替え保管場所や公共用地としての活
用をする跡地②マンホールなどが存在する跡地
　【売却価格】固定資産税路線価を基礎として、狭小性に応じた減
価率を乗じた上で、工作物の撤去費用を差し引いて算出します
　【引渡形態】現状有姿での引き渡しとなります
　【案内書について】土曜・日曜日、祝日を除く午前９時～午後５
時（正午～午後１時を除く）に、ごみ対策課（八幡町２崖１０崖１０）
で配布するほか、市ホームページからも取得できます
　詳しくはごみ対策課☎４７３・２１１７へ。

ごみ集積場跡地の売却について

　事業系ごみとは、一般家庭から出されるごみと区別して、会社・事務所・店舗・工場
などの事業活動から出されるごみのことを指します。事業系ごみは、市では収集してい
ません。許可を受けた一般廃棄物処理業者と契約して処理を委託するか、自己処理をし
てください。

事業系ごみについて

　ごみや資源物の分別が分からない時に、パソコンやスマートフォンから検索ができる
ホームページ「東久留米市ごみ分別辞典」（ｈｔｔｐ://ｗｗｗ.ｇｏｍｉｓａｋｕ.ｊｐ/0069/）を提供し
ています。市ホームページの「ごみ・リサイクル」の中にリンクが掲載されています。

分別に迷った時は東久留米市分別辞典をご活用ください

　１１月現在、上の原連絡所、ひばりが丘連絡所、滝山連絡所では粗大ごみ処理券の取り
扱いをしていません。販売所につきましては、市ホームページ「粗大ごみ処理券販売所」
（ｈｔｔｐ://ｗｗｗ.ｃｉｔｙ.ｈｉｇａｓｈｉｋｕｒｕｍｅ.ｌｇ.ｊｐ/ｋｕｒａｓｈｉ/ｋａｎｋｙｏ/ｓｈｉｇｅｎ/ｇｏｍｉｓｈｉｇｅｎ
/1000810.ｈｔｍｌ）に一覧を掲載しています。

粗大ごみ処理券販売所について

　インスリン自己注射などの在宅医療に伴い捨てる使用済み注射針は、処方を受けた医
療機関（病院・診療所）または薬局に返却してください。東久留米市薬剤師会では、在
宅医療に伴う使用済み注射針の回収事業を行っています。なお、輸液パックなどの鋭利
でないものについては、衛生処理の観点から燃やせるごみにお出しください。収集作業
時の針刺し事故防止の観点からも、市民の皆さまのご協力をお願いします。

ご自宅で使用した注射針（在宅医療廃棄物）について

　「食品ロスの削減の推進に関する法律」が、１０月１日に施行され
ました。家庭生活から出る食品ロス（まだ食べることができるの
に捨てられてしまう食品）の量は、平成２８年度の推計値でおよそ
２９１万トンとされています。市ではこれまで、環境フェスティバル・
市民まつりにおいて、食品ロス削減のためにフードドライブ事業
への協力を実施してきました。今後も引き続き食品ロス削減に向
けた取り組みを実施してまいります。市民の皆さまのご家庭でも
「もったいない」の気持ちを大切に、食品ロスの削減にご協力を
お願いします。

ご家庭での食品ロスの削減にご協力ください

○注意点
・容器包装プラスチックは元の大きさが分かるように切ってもかまいませんの
で、袋に入れて出してください。
・油などで汚れているものは汚れが見えない程度に汚れを落としてから出して
ください。汚れが落とせないものは「燃やせないごみ」として出してください。

イラスト出典：経済産業省ウェブサイト
（http://www.meti.go.jp/policy/recycle/main/data/illust/index.html）

食品保存容器や
食品保存袋

おもちゃなどの製品ボールペンなどの文具

××
××××

キャップ・ラベル類 洗剤やシャンプーなどのボトル類

カミソリ ストローや
プラスチック製スプーン

バケツや桶など

×× ×× ××
ポリ袋類 発泡スチロール・緩衝剤

容器包装プラスチックではないもの

プラスチック製品は容器包装プラスチックの対象外です。
「燃やせないごみ」に分別してください。

容器包装プラスチックの一例

カップ・パック類 トレイ類

○容器包装プラスチックとは
　食用品や日用品を買ったときに使われているプラスチック製の袋・包み・入
れ物のことで、中身を使った後に不用となるものです。基本的にプラマークが
付いているものが対象となります。
○主なもの
　・カップ・パック類
　・トレイ類
　・ポリ袋類
　・発泡スチロール・緩衝剤
　・キャップ・ラベル類
　・洗剤やシャンプーなどのボトル類

○容器包装プラスチックの二重袋について
　排出された容器包装プラスチックはリサイクルをしていますが、不純物が混
ざっているとリサイクルできなくなります。そのため中間処理施設では、袋を
すべて破いて中身を確認しています。二重袋で出された容器包装プラスチック
は異物として扱われリサイクルできなくなるため、二重袋では出さないでくだ
さい。
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